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タツモ株式会社によるアプリシアテクノロジー株式会社の吸収合併に係る事前開示 
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 タツモ株式会社（以下「吸収合併存続会社」といいます）及びアプリシアテクノロジー株式会社

（以下「吸収合併消滅会社」といいます）は、2019 年８月９日開催の各社取締役会におきまして、

2020 年１月１日を効力発生日とする吸収合併（以下、「本合併」といいます。）を実施することを承

認し、吸収合併契約書を締結いたしました。よって、ここに本合併に係る事前開示をいたします。 

 

 

記 

 

 

１．吸収合併契約の内容 

 2019 年８月９日付吸収合併契約書の内容は、別紙１をご参照ください。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

 吸収合併存続会社と吸収合併消滅会社は完全親子関係にあることから、本合併に際し株式その他

の金銭等の交付は行いません。 

 

３．合併対価について参考となるべき事項 

 該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社の新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

 該当事項はありません。 



５．計算書類に関する事項 

【吸収合併存続会社】 

（１） 最終事業年度に係る計算書類等 

 吸収合併存続会社は、有価証券報告書及び四半期報告書を中国財務局に提出しています。

最終事業年度における計算書類については、金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の

開示書類に関する電子開示システム（EDINET）によりご覧いただけます。 

（２） 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、当該臨時計

算書類等の内容 

 該当事項はありません。 

（３） 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の

状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

 該当事項はありません。 

 

【吸収合併消滅会社】 

（１） 最終事業年度に係る計算書類等 

 別紙２をご参照ください。 

（２） 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等があるときは、当該臨時計

算書類等の内容 

 該当事項はありません。 

（３） 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の

状況に重要な影響を与える事象が生じたときは、その内容 

 該当事項はありません。 

 

６．債務の履行の見込に関する事項 

 本合併効力発生後の吸収合併存続会社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込まれま

す。また、本合併後の吸収合併存続会社の収益状況及びキャッシュ・フローの状況について、吸収

合併存続会社の債務の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。 

 したがいまして、本合併後における吸収合併存続会社の債務について履行の見込はあると判断し

ております。 

 なお、本合併に先立ち、吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社に対して保有する債権の一部を放

棄する予定でありますが、かかる債権放棄は吸収合併存続会社の債務履行の見込に影響を及ぼすの

もではありません。 

 

７．事前開示開始日以降に上記事項に変更が生じたときは、変更後の内容をただちに開示いたします。 

 

 

以上 
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  Ⅰ  事 業 報 告   

 自  2018 年  1 月  1 日 

 至  2018 年 12 月 31 日 

 

１． 会社の現況に関する事項 

 
(1) 財産及の状況                                               

期 別    

科 目 

第  25  期 
自 2015 年 1 月 1 日 

至 2015 年12 月31 日 

第  26  期 
自 2016 年 1 月 1 日 

至 2016 年12 月31 日 

第  27  期 
自 2017 年 1 月 1 日 

至 2017 年12 月31 日 

第  28  期 
自 2018 年 1 月 1 日 

至 2018 年12 月31 日

売 上 高（千円） 2,106,557 1,592,001 1,472,791 2,316,708

経常利益(損失)(千円） 139,487 178,318 40,029 △48,108

当期純利益(損失)(千円) 130,696 161,265 40,358 △34,544
１株当たり当期純利益(損失)

（円） 
14,098 17,396 4,353 △3,726

純 資 産（千円） △533,505 △372,239 △331,881 △366,425

総 資 産（千円） 1,391,376 1,384,575 1,748,204 2,275,127

 

 

 

*本事業報告書中の記載の金額については表示単位未満を切捨てにしております。 

 



2018年12月31日現在

（単位：円）

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

流　動　資　産 1,532,449,217 流　動　負　債 1,688,955,258

現金及び預金 81,512,067 支　払　手　形 205,871,619

電子記録債権 239,528,151 買　　掛　　金 389,898,722

売　　掛　　金 597,527,822 関係会社短期借入金 648,000,000

原　　材　　料 115,509,416 未　　払　　金 55,779,425

仕　　掛　　品 450,984,111 預　　り　　金 8,600,383

仮　　払　　金 704,000 前　　受　　金 273,000,989

前  払  費  用 1,437,700 賞 与 引 当 金 4,500,000

前　　渡　　金 33,114,294 製品保証引当金 100,138,682

立　　替　　金 292,170 未 払 法 人 税 697,500

未 収 消 費 税 11,646,116 株式給付引当金 2,467,938

未　収　収　益 193,370 繰延税金負債 0

固　定　資　産 742,678,467 固　定　負　債 952,598,293

有 形 固 定 資 産 732,363,239 関係会社長期借入金 806,730,000

建　　　　　　　　物 457,454,956 退職給付引当金 124,704,800

　減価償却累計額 △218,535,567 238,919,389 役員退職慰労引当金 241,650

建 物 附 属 設 備 594,301,402 株式給付引当金 14,812,103

　減価償却累計額 △548,007,780 46,293,622 資産除去債務 5,313,526

構　　　築　　　物 17,171,866 繰延税金負債 796,214

　減価償却累計額 △16,564,573 607,293 負　債　合　計 2,641,553,551

機 械 及 び 装 置 300,624,243

　減価償却累計額 △264,427,108 36,197,135 純　　資　　産　　の　　部

工 具 器 具 備 品 193,119,790 株　主　資　本 △366,425,867

　減価償却累計額 △187,503,150 5,616,640 資　　本　　金 100,000,000

土     　　　　     地 404,729,160

利益剰余金 △466,425,867

無 形 固 定 資 産 60,328 利 益 準 備 金 55,840,800

ソ フ ト ウ エ ア 60,328 その他の利益剰余金 △522,266,667

繰越利益剰余金 △522,266,667

投資その他の資産 10,254,900

関係会社株式 4 純資産合計 △366,425,867

敷　　　　　  金 10,254,896

資　産　合　計 2,275,127,684 負債・純資産合計 2,275,127,684

Ⅱ　貸   借   対   照   表

- 2 -



自　2018年     1月   1日
至　2018年    12月 31日

　　（単位：円）

　(売　　上　　高) 2,316,708,424

　(売　上　原　価) 1,891,590,420

　　売　上　総　利　益 425,118,004

 (販売費及び一般管理費) 480,132,701

　　営　業　利　益 △ 55,014,697

(営　業　外　収　益)

　受　取　利　息 9

　受　取　配　当　金 16,178,862

  為  替  差  益 225,998

　補　助　金　収　入 1,140,000

　その他の営業外収益 530,299 18,075,168

(営　業　外　費　用)

　支　払　利　息 9,688,982

　支 払 割 引 料 1,473,000

　その他の営業外費用 7,176 11,169,158

　　経　常　利　益 △ 48,108,687

(特  別  利  益)

　　固定資産売却益 14,032,983 14,032,983

(特  別  損  失)

　　その他の特別損失 0 0

　　税引前当期純利益 △ 34,075,704

法人税、住民税及び事業税 697,501

法人税等調整額 △ 228,684 468,817

　　当期純利益 △ 34,544,521

Ⅲ　損   益   計   算   書

- 3 -



　　（単位：円）

その他
利益剰余金

繰越利益
 剰余金

0 0 0 0 0 △ 34,544,521 △ 34,544,521 △ 34,544,521

0 0欠損補填 0

Ⅳ   株主資本等変動計算書

△ 34,544,521△ 34,544,521

△ 331,881,346

0

当期変動額合計

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益

資本金から剰余金への
振替

準備金から剰余金への
振替

当 期 末 残 高 100,000,000 55,840,800 △ 366,425,867△ 522,266,6670

　　　至　2018年 12月31日
　　　自　2018年  1月  １日

純 資 産 合 計

資 本 金

利 益 準 備 金

株 主 資 本

利 益 剰 余 金 

△ 34,544,521

△ 466,425,867

100,000,000 55,840,8000 △ 487,722,146

利益剰余金
合計

△ 431,881,346

資本準備金

前 期 末 残 高

0

資本剰余金

その他
資本剰余金

0 0

資本剰余金
合計

0 0

0

0

0

0 0

－ 4 －
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  Ⅴ   個 別 注 記 表   

 

（重要な会計方針に関する注記） 

 

1． 有価証券の評価基準および評価方法 

関係会社株式は移動平均法に基づく原価法を採用しております。 

 

2． たな卸資産の評価基準および評価方法 

仕掛品については個別法による原価法、商品については、移動平均法による原価法

を採用しております。 

また、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定して 

おります。 

 

3． 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

有形固定資産の減価償却は、建物並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については定額法、その他の有形固定資産については定率法を採用 

しております。主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物  ：31 年～38 年  建物附属設備 ：6 年～18 年 

構築物  ：7 年～15 年  機械及び装置 ：5 年～10 年 

工具器具備品：2 年～20 年  

 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

無形固定資産の減価償却は定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェア ：見込利用可能期間（3 年～5 年） 

特許権   ：8 年 

商標権   ：10 年 

 

4． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 なお､為替予約等の振当処理の対象となっている外貨

建金銭債権債務については､当該為替予約等の円貨額に換算しております。 

 

5． 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案して、回

収不能見込額を計上しております。 

 

(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与に備えるため、将来の支給見込額の  

うち当期の負担額を計上しております。 
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(3) 製品保証引当金 

製品保証引当金は、機械装置の売上に対する保証費用等の発生に備えるため、過去

の実際発生額等を基準にして算出した見積額を計上しています。 

 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込額に基づき計上

しております。 

 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており 

ます。 

 

(6) 株式給付引当金 

株式給付規程に基づく当社の従業員へのタツモ株式の交付に備えるため、当期末に

おける株式給付債務の見込額に基づき計上しております。 

 

6． 消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 

1． 当該事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式  9,270 株 

 

2． 当該事業年度の末日における自己株式の数                

該当事項はありません。 

 

3． 剰余金の配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

 

 (資産除去債務に関する注記) 

 

(1) 資産除去債務の概要 

事業用資産の一部について、建物所有者との間で不動産賃借契約を締結しており、

賃借期間終了時に原状回復する義務を有しているため、契約上の義務に関して資産

除去債務を計上しております。 

 

(2) 資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は 10 年、割引率は 0.93％を採用して

おります。 
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(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高 5,264,566 円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 0 

時の経過による調整額  48,960 

資産除去債務の履行による減少額 0 

当事業年度末残高 5,313,526 円 

 

 

（その他の注記） 

 

1． 圧縮記帳 

有 形 固 定 資 産 の取 得 価 額 から国 庫 補 助 金 等 による圧 縮 記 帳 額 が以 下 の通 り控 除   

されております。 

建物 51,022,614円 

建物付属設備 51,830,154 

構築物 1,568,069 

機械及び装置 778,974 

工具器具備品     5,455,899 

土地      41,738,011  

合計   152,393,721円 

 

2． 退職給付制度関連 

（1）退職給付制度の概要 

確定給付型の制度として退職金規程に基づく退職一時金制度を設けております。 

また、三井物産連合厚生年金基金に加入しており、当該基金からも退職一時金に加え

従業員への退職給付の支給が行われておりますが、当社の拠出に対応する年金資産

の額を合理的に計算出来ない為、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として

処理しております。なお、掛金拠出割合により計算した 2018 年 12 月 31 日現在の年金

資産按分額は 124,532,563 円であります。 

 

（2）退職給付債務に関する事項 

退職給付債務  124,704,800円 

退職給付引当金  124,704,800円 

（注）当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

 

（3）退職給付費用に関する事項 

勤務費用（退職一時金） 15,096,700円 

会計基準変更時差異の費用の減額処理額    0   

 小計 15,096,700   

掛金拠出額（三井物産連合厚生年金基金）     6,267,300   

割増退職金  1,713,051  

退職給付費用合計     23,077,051円 
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Ⅵ 附 属 明 細 書 

 

1．有形固定資産及び無形固定資産の明細                                    （単位：円） 

区分 資産の種類 期首帳簿価額 当期増加額 当期減少額 当期償却額 期末帳簿価額 減価償却累計額 期末取得原価

建                 物 249,937,896 - - 11,018,507 238,919,389 218,535,567 457,454,956

建物附属設備 42,646,634 12,723,720 2,447,139 6,629,593 46,293,622 548,007,780 594,301,402

構 築 物 1,048,869 - 285,272 156,304 607,293 16,564,573 17,171,866

機械及び装置 64,299,371 - 1 28,102,235 36,197,135 264,427,108 300,624,243

工具器具備品 3,765,277 5,510,700 16,384 3,642,953 5,616,640 187,503,150 193,119,790

土 地 404,729,160 - - - 404,729,160 - 404,729,160

建 設 仮 勘 定 0 0 0 - 0 - 0

計 766,427,207 18,234,420 2,748,796 49,549,592 732,363,239 1,235,038,178 1,967,401,417

ソ フ ト ウ エ ア 307,627 - - 247,299 60,328

商 標 権 0 - - - 0

計 307,627 0 0 247,299 60,328

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資
産

*1

    
 （注 1）当期増減額の主な内容は次のとおりであります。 

*1 岡山技術センター内 純水製造設備の取得による増加 

（注 2）減価償却累計額には、減損損失累計額を含めております。 

 

2．引当金の明細 （単位：円） 

目的使用 その他

貸 倒 引 当 金 417,000 0 - 417,000 0

賞 与 引 当 金 4,600,000 4,500,000 4,600,000 - 4,500,000

製品保証引当金 30,132,105 100,138,682 23,961,091 6,171,014 100,138,682

退職給付引当金 127,359,000 15,096,700 17,750,900 - 124,704,800

役員退職慰労引当金 3,781,070 485,000 4,024,420 - 241,650

株式給付引当金 14,172,684 7,825,603 1,606,403 3,111,843 17,280,041

期末残高
当期減少額

区        分 期首残高 当期増加額

*

*

 

（注 1）引当金の計上理由及び算定方法については重要な会計方針 5.引当金の計上基準に記載されている通りであります。 

（注 2）*洗替による戻入額であります。 



3.販売費及び一般管理費の明細

（単位：円）

科目 金額

役員  報酬 4,500,000

従業員給与・賞与 200,248,324

退職給付費用 15,568,380

法定福利費 29,459,597

福利厚生費 5,261,407

業務委託費 27,897,342

社員教育費 353,374

賃　借　料 9,020,051

水道光熱費 1,042,682

消耗工器具備品費 3,431,358

修繕維持費 3,585,364

Ｏ  Ａ  費 5,623,176

事務用消耗品費 1,033,200

広告宣伝費 1,042,035

旅費交通費 28,793,637

交　際　費 693,659

会  議  費 797,869

通  信  費 2,297,232

荷造運送費 6,970,830

支払保険料 2,562,864

販売手数料 21,922,169

諸  会  費 171,000

図　書　費 64,000

諸手数料 1,985,225

外  注  費 801,500

租税  公課 14,786,189

採用募集費 3,760,637

雑      費 1,216,199

減価償却費 52,594,647

役員退職慰労引当金繰入 485,000

研究開発費 32,163,754

合計 480,132,701

- 9 -
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4．取締役及び監査役の兼務の状況 （2018 年12 月31 日現在） 

区分 氏    名 兼務会社名 役  職 

代表取締役 池 田  俊 夫 

タツモ株式会社 

龍雲亞普恩科技股份有限公司 

TAZMO VIETNAM CO., LTD. 

株式会社ファシリティ 

代表取締役社長 

董 事 長 

会   長 

代表取締役会長 

専務取締役 亀 山  重 夫 

タツモ株式会社 

プレテック株式会社 

上海龍雲精密機械有限公司 

龍雲阿普理夏電子科技（上海）有限公司 

株式会社ファシリティ 

Facility HK Limited 

Facility Technology Donnguan Limited 

専務取締役 

取 締 役 

董 事 長 

董 事 長 

専務取締役 

取 締 役 

董  事 

常務取締役 上 田  修 治 

タツモ株式会社 

TAZMO INC. 

龍雲亞普恩科技股份有限公司 

株式会社ファシリティ 

Facility Technology Donnguan Limited 

取 締 役 

取締役社長 

董  事 

取 締 役 

董  事 

取締役 三 田 村  塁 龍雲亞普恩科技股份有限公司 董事 兼 総経理 

取締役 佐 藤  泰 之 タツモ株式会社 取 締 役 

監査役 山 本  正 治 タツモ株式会社 監 査 役 
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